
速やかに選択的夫婦別姓制度の導入を求める会長声明  

 

１ 民法第７５０条は「夫婦は、婚姻の際に定めるところに従い、夫又

は妻の氏を称する」と定め、夫婦同姓を強制している。 

まず、氏名は、人が個人として尊重される基礎であり、個人の人格

の象徴であって、人格権の一内容を構成するものであって、「氏名の

変更を強制されない自由」は人格権の重要な一内容として憲法第１３

条により保障される。しかし、民法第７５０条により、改姓を望まな

い人達が婚姻する場合、いずれかが自己のアイデンティティの喪失を

伴う改姓をしなければならない。また、夫婦が同姓にならなければ婚

姻できないとすることは、憲法第１３条の自己決定権によって保障さ

れる「婚姻の自由」をも不当に制限する。したがって、民法第７５０

条は、憲法第１３条に違反する。 

次に、婚姻に際して夫婦が同姓となるか別姓となるかは、夫婦の在

り方を含む個人の生き方に関わる問題であり、憲法第１４条第１項後

段の「信条」にあたる。しかし、民法第７５０条により、夫婦別姓を

希望する人達は、その信条に反し夫婦同姓を選択しない限り法律上の

婚姻ができず、婚姻の法的効果も享受できない。したがって、民法第

７５０条は、婚姻に際し、夫婦同姓になろうとする人と別姓を希望す

る人とを合理的な根拠なく差別的に取扱っていると言えるから、民法

第７５０条は、憲法第１４条にも反する。 

さらに、憲法第２４条第１項は、婚姻は両性の合意のみに基づくと

定め、同条第２項は、憲法第１３条および第１４条第１項の趣旨を反

映した、婚姻における人格的自律権の尊重と両性の本質的平等を定め

ている。しかし、民法第７５０条は、婚姻に際して、両性の合意以外

に一方が改姓をしなければならないという要件を不当に加重するもの

であり、当事者の自律的な意思決定に不合理な制約を課す。また、婚

姻届を提出した夫婦のうち９４．５％の夫婦において女性が改姓して



いる実態からすれば（２０２３年厚生労働省「人口動態統計」）、夫婦

同姓を強制することは、事実上婚姻に際して多くの女性に改姓に伴う

不利益を被ることを強いるものである。したがって、民法第７５０条

は、憲法第２４条にも反する。 

２ 夫婦同姓が強制されることにより、婚姻に際する改姓に伴う様々な

不利益や、望まない改姓を避けるため、婚姻を断念する人達すらいる。 

通称使用が広く認められてきたものの、改姓に伴う各種手続の煩雑

さを完全に取り除くものではない。むしろ戸籍上の氏名と職務上の氏

名の二つの名前を使い分けることは本人にとっても他者にとっても煩

雑で混乱を招くし、同一性の証明は個人情報の開示を余儀なくされる

ものであり、それ自体が精神的苦痛を伴うものである。そもそも、改

姓に伴う精神的苦痛や、通称使用による同一性の証明の困難や使い分

けの煩雑さといった不都合は、結局のところ夫婦一方のみ、その多く

は女性が負うものであり、通称使用の拡大は、望まない改姓により人

権侵害が起きている現状を変えることはできない。 

３ 国内においては、多くの地方議会で選択的夫婦別姓制度の導入に賛

同する意見書の採択がされ、徳島県でも、県議会や複数の市町村議会

で意見書の採択がなされている。また、経済団体等からも、グローバ

ルな現場では通称使用が理解されず、トラブルとなることが多いこと

から、当事者のキャリア上の障壁となるだけでなく企業にとってもビ

ジネス上のリスクとなり得る事象であり、早期に選択的夫婦別姓制度

の導入を求める意見が出されている。  

それだけでなく、夫婦同姓強制の問題については、国際社会からも

女性差別撤廃条約や市民及び政治的権利に関する国際規約（自由権規

約）に反するとの指摘を受けており、婚姻に際して改姓するのは女性

が圧倒的に多いことから、国連女性差別撤廃委員会は日本政府に対し、

これまで４回にわたり、女性が婚姻後も婚姻前の姓を保持することが

可能な法整備をするよう勧告している。 



４ ところが、日本政府は、１９９６年に法制審議会が選択的夫婦別

姓制度を導入する「民法の一部を改正する法律案要綱」を答申した

にもかかわらず、実現に至らないまま、四半世紀以上が経過してい

る。その間、多くの人たちが望まない改姓によって人権を侵害され

続け、また、多くのカップルが夫婦同姓を強制されることを避ける

ため、婚姻を諦め続けてきた。 

 本年５月、衆議院法務委員会で選択的夫婦別姓の導入に関する法

案が約２８年ぶりに審議入りしたものの、いまだ導入には至ってい

ない。 

５ 選択的夫婦別姓制度は、夫婦別姓を望む人達にとってはまさに起

こっている人権侵害を解消したり、これから婚姻しようとする人達

の希望となる制度といえる一方、夫婦同姓を望む人達には何ら不利

益を与えるものではない。 

当会は、婚姻をめぐって多くの人達の人権が侵害されたり、望ま

ない改姓を避けるために婚姻を諦める人達が増え続けることを、こ

れ以上看過することはできない。 

したがって、当会は、国に対し、速やかに民法７５０条を改正し、

選択的夫婦別姓制度を導入することを、強く求める。 
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